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はじめに

　本稿は、廃棄物処理法の1997年改正により新設された「産業廃棄物の受託

禁止違反の罪」（現在では25条 1 項13号の罰則規定）について論じるもので

ある。従来、ほとんど論じられてこなかった本罪を、その制定の経緯を遡っ

て明らかにすることで、他罪との関係、特に委託基準違反の罪との関係を明

らかにするものである。

Ⅰ　問題提起

　廃棄物処理法は、廃棄物の排出を抑制し、適正な分別、保管、収集、運

搬、再生、処分等の処理をし、生活環境を清潔にすることによって、生活環

境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする法律である（ 1 条）。

環境は一度侵害されてしまうと、容易には取り返しがつかず、回復に著しい

費用と時間を要する。それゆえ、我が国では廃棄物に関する問題が判明する

と、廃棄物処理システムを修正し、あるいは運用を厳格化するなど、多くの

　　（ 2 ）委託基準違反の罪と受託禁止違反の罪の関係：対向犯？

　 3 　禁止される委託の範囲、委託の方法の問題

　　（ 1 ）最決平成18年 1 月16日刑集60巻 1 号 1 頁：再委託は原則禁止

　　（ 2 ）広島高判平成19年 5 月17日高刑速平成19年435頁：明示の再委託？

　　　　 黙示の再委託？

　 4 　禁止される受託の範囲、方法の問題

Ⅵ　産業廃棄物の受託禁止違反の罪をめぐる解釈的諸問題の検討

　 1 　受託禁止違反の罪の制定経緯

　 2 　無許可処分業と委託基準違反の罪、受託禁止違反の罪

　 3 　受託禁止違反の罪と委託基準違反の罪

おわりに
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法的な対策が講じられてきた
（ 1 ）

。

　刑罰についても多くの対策が講じられてきた。例えば廃棄物処理法は、不

法投棄行為を制定当時から禁止しているものの、後に重罰化や処罰の早期化

による抑止の必要性が判明した。それゆえ改正により、現在では不法投棄行

為には、 5 年以下の懲役若しくは1000万円以下の罰金又はこの併科（25条 1

項14号）という重い刑罰が予定されている。さらに未遂罪や不法投棄目的で

の収集・運搬行為（予備的行為）を処罰する規定も創設された（26条 6 号）。

不法投棄が行われれば、生活環境や公衆衛生に被害が生じるからである。不

法投棄行為への罰則には、廃棄物処理法の中で最も重い法定刑が予定されて

いる
（ 2 ）

。

　本稿が検討の対象とする産業廃棄物の受託禁止違反の罪は、不法投棄罪と

同じ法定刑、すなわち多くの廃棄物処理法罰則の中でも最も重い法定刑が規

定されている。これは驚くべき事である
（ 3 ）

。なぜなら受託禁止違反の罪は、

（産業）廃棄物の不法投棄や不適正処分が行われる以前の段階で、それを未

然に防止する役割を果たす規定にすぎず、刑法的観点からすると、必ずしも

単なる受託行為を、被害や影響の大きな不法投棄罪と同じ重い法定刑で罰す

べきと断定することが出来ないからである
（ 4 ）

。現に不法投棄の前段階に当たる

諸行為については、不法投棄罪より軽い法定刑が規定されている。不法投棄

目的での収集・運搬行為の処罰（26条 6 号違反）には、 3 年以下の懲役若し

くは300万円以下の罰金、又はこの併科である。つまり刑法的観点からは必

然的でないのにもかかわらず、廃棄物処理法は改正により、制定時には存在

しなかった受託禁止違反の罪を設け、その法定刑を不法投棄罪と同様にした

のである。なぜ廃棄物処理法はこのような改正を行ったのであろうか。

　さらに受託禁止違反の罪と他の罪との関係についても、疑問が生まれる。

もし産業廃棄物を渡す側と受け取る側という意味で「委託」と「受託」が、

完全に対応しているのであれば、刑法総則の共犯規定（刑法60条以下）を用

いて、①委託者を受託者の共犯者として、あるいは②受託者を委託者の共犯
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として構成し、立件・処罰することも可能なように見えるからである。それ

ゆえ、なぜ委託側と受託側の双方に処罰規定が存在するのかという疑問が生

ずる。本稿は、特にこの問題を明らかにしようとするものである。

　近時は、廃棄物の適正な委託及び受託に関心が高まっている。なぜなら、

2016年 1 月、カレーのフランチャイズ店に提供される目的で製造されたカツ

が、廃棄処分を委託されていたにも関わらず横流しされ、小売店で販売され

ていた事件が発覚したからである
（ 5 ）

。この事件では廃棄物が食品として流通し

てしまったことにより、食の安全も害されることになった。かつて日本では

産業廃棄物の横流しと不法投棄が社会問題となったが、今度は食品という形

で再度、廃棄物の横流しが社会問題と問題となっているのである
（ 6 ）

。

　以下、本稿では複雑な産業廃棄物の受託禁止違反の罪の構造を明らかにし

た後、同罪と関連しうる犯罪類型との関係について検討を行うことにする。

Ⅱ　受託禁止違反の罪との関係が問題となる罪

　受託禁止違反の罪と関連して問題となるのは、委託基準違反の罪、再委託

禁止違反の罪、無許可収集・運搬の罪である。以下では、これらの罪の規定

と罰則の内容を明らかにする。説明の便宜上、委託基準違反の罪から説明す

る。

　（ 1 ）委託基準違反の罪

　委託基準違反の罪が成立するのは、①一般廃棄物、②産業廃棄物、③特別

管理廃棄物のいずれかの収集、運搬、処分につき、それぞれの委託基準に違

反した委託を行った場合であり、その主体は事業者である。事業者には許可

業者に廃棄物を委託する義務が存在し、この義務に違反することが委託基準

違反の罪の中核である。違反した場合には、25条 1 項 6 号により、 5 年以下

の懲役若しくは1000万円以下の罰金、又はこれらが併科される。
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　具体的には、廃棄物処理法 6 条の 2 第 6 項が「事業者は、一般廃棄物処理

計画に従つてその一般廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合その他そ

の他一般廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合には、その運搬につい

ては第 7 条第12項に規定する一般廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定め

る者に、その処分については同項に規定する一般廃棄物処分業者その他環境

省令で定める者にそれぞれ委託しなければならない。」と規定する。

　また12条 5 項は「事業者（中間処理業者（発生から最終処分（埋立処分、

海洋投入処分（海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 に基づき定

められた海洋への投入の場所及び方法に関する基準に従つて行う処分をい

う。）又は再生をいう。以下同じ。）が終了するまでの一連の処理の行程の中

途において産業廃棄物を処分する者をいう。以下同じ。）を含む。次項及び

第 7 項並びに次条第 5 項から第 7 項までにおいて同じ。）は、その産業廃棄

物（特別管理産業廃棄物を除くものとし、中間処理産業廃棄物（発生から最

終処分が終了するまでの一連の処理の行程の中途において産業廃棄物を処分

した後の産業廃棄物をいう。以下同じ。）を含む。次項及び第 7 項において

同じ。）の運搬又は処分を他人に委託する場合には、その運搬については第

14条第12項に規定する産業廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定める者

に、その処分については同項に規定する産業廃棄物処分業者その他環境省

令で定める者にそれぞれ委託しなければならない。」とし、12条の 2 第 5 項

は、「事業者は、その特別管理産業廃棄物（中間処理産業廃棄物を含む。次

項及び第 7 項において同じ。）の運搬又は処分を他人に委託する場合には、

その運搬については第14条の 4 第12項に規定する特別管理産業廃棄物収集運

搬業者その他環境省令で定める者に、その処分については同項に規定する特

別管理産業廃棄物処分業者その他環境省令で定める者にそれぞれ委託しなけ

ればならない。」とする
（ 7 ）

。

　例えば以前から取引があるため、中間処理業の許可証を持っていると思わ

れた業者Ａに、中間処理業の許可書を確認し、許可業者であることを把握し
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た上で、委託契約書を交わして委託処理を行ったＸであったが、実際にはＡ

が許可を有していない「木くず」について委託していた場合には、Ａは無許

可業者であるから、当該「木くず」の委託について、Ｘには委託基準違反の

罪が成立する
（ 8 ）

。本罪は、排出業者が廃棄物の委託先業者を定める際に問題が

あった類型、つまり委託先業者の選定基準違反を処罰する類型となる
（ 9 ）

。

　（ 2 ）受託禁止違反の罪

　これに対し受託禁止違反の罪については、現在、委託基準違反の罪と法定

刑こそ同様であるものの、対象となる廃棄物の種類が、産業廃棄物・特別管

理産業廃棄物に限定されている。一般廃棄物の収集・運搬についての受託は

本罰則の対象外である
（10）

。

　すなわち14条15項は、「産業廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定める

者以外の者は、産業廃棄物の収集又は運搬を、産業廃棄物処分業者その他環

境省令で定める者以外の者は、産業廃棄物の処分を、それぞれ受託してはな

らない。」とし、14条の 4 第15項は、「特別管理産業廃棄物収集運搬業者その

他環境省令で定める者以外の者は、特別管理産業廃棄物の収集又は運搬を、

特別管理産業廃棄物処分業者その他環境省令で定める者以外の者は、特別管

理産業廃棄物の処分を、それぞれ受託してはならない。」と規定している。

違反して受託した場合には、25条 1 項13号により、 5 年以下の懲役若しくは

1000万円以下の罰金、又はこれが併科される。

　以上のように、受託禁止違反の罪が成立するのは、産業廃棄物の収集、運

搬、処分業者以外の者、つまり無許可業者が、産業廃棄物の収集、運搬、又

は処分を受託した場合である。

　（ 3 ）再委託禁止違反の罪

　廃棄物処理法は、産業廃棄物の排出者（事業者）による自己処理を原則と

するが、他人に委託することも認めている。また現在では、廃棄物処理業者
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も、場合によっては他の業者の力を借りることが認められている。その際、

廃棄物を無許可業者に委託するのはもちろん違法であるが、仮に適切な委託

であっても、公衆衛生やその後の廃棄物処理を円滑にするため、基準や方法

についての法令の基準が遵守される必要がある（例えば、委託契約書の法定

記載事項の記載漏れなどが問題となりうる。）。それゆえ設けられているのが

26条 1 項の再委託禁止違反の罪である
（11）

。

　つまり再委託禁止違反の罪は、ⅰ基準違反の委託行為が存在する場合ある

いはⅱ基準違反の再委託行為が存在する場合に成立する犯罪である。ⅰ基準

違反の委託行為が問題となるのは、①一般廃棄物の収集・運搬業者、処分業

者が、他人に一般廃棄物の運搬、処分を委託した場合、②事業者が、産業廃

棄物あるいは特別管理産業廃棄物の運搬又は処分につき、委託基準に反する

委託を行った場合である。これに対しⅱ再委託行為が問題となるのは、③産

業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の収集・運搬業者、処分業者が、再委託基

準に違反して再委託を行った場合である。

　一般廃棄物について定める 6 条の 2 第 7 項は、「事業者は、前項の規定に

よりその一般廃棄物の運搬又は処分を委託する場合には、政令で定める基準

に従わなければならない。」と規定し、 7 条14項は、「一般廃棄物収集運搬

業者は、一般廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を、一般廃棄物処分業者

は、一般廃棄物の処分を、それぞれ他人に委託してはならない。」とし、12

条の 2 第 6 項は、「事業者は、前項の規定によりその特別管理産業廃棄物の

運搬又は処分を委託する場合には、政令で定める基準に従わなければならな

い。」と定めている

　さらに産業廃棄物について定める14条16項は、「産業廃棄物収集運搬業者

は、産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を、産業廃棄物処分業者は、産

業廃棄物の処分を、それぞれ他人に委託してはならない。ただし、事業者か

ら委託を受けた産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を政令で定める基準

に従つて委託する場合その他環境省令で定める場合は、この限りでない。」、
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14条の 4 第16項は、「特別管理産業廃棄物収集運搬業者は、特別管理産業廃

棄物の収集若しくは運搬又は処分を、特別管理産業廃棄物処分業者は、特別

管理産業廃棄物の処分を、それぞれ他人に委託してはならない。ただし、事

業者から委託を受けた特別管理産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を政

令で定める基準に従つて委託する場合その他環境省令で定める場合は、この

限りでない。」とする。

　再委託禁止違反の罪は、26条に罰則が定められており、 3 年以下の懲役若

しくは300万円以下の罰金、又はこれの併科であり、委託基準違反の罪、受

託禁止違反の罪より軽い処罰が予定されている。

　（ 4 ）無許可収集・運搬、処分の罪

　廃棄物処理法は、廃棄物の収集・運搬、処分を許可制としており、業許可

を有さずに収集・運搬、処分を行う事を禁じ、違反した場合に罰則を定めて

いる
（12）

。かつて廃棄物処理法は、収集・運搬と処分を同じく廃棄物処理業とし

て扱っていたために、無許可営業罪と呼ばれることもあったが、現在では収

集・運搬、処分は別のものとして扱われている
（13）

。

　一般廃棄物について定める 7 条 1 項は、「一般廃棄物の収集又は運搬を業

として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域（運搬のみを業として

行う場合にあつては、一般廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）を管轄する

市町村長の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその一般廃

棄物を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの

収集又は運搬を業として行う者その他環境省令で定める者については、この

限りでない。」とし、 7 条 6 項は「一般廃棄物の処分を業として行おうとす

る者は、当該業を行おうとする区域を管轄する市町村長の許可を受けなけ

ればならない。ただし、事業者（自らその一般廃棄物を処分する場合に限

る。）、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処分を業として行う者そ

の他環境省令で定める者については、この限りでない。」とする。
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　産業廃棄物について定める14条 1 項は、「産業廃棄物（特別管理産業廃棄

物を除く。以下この条から第十四条の三の三まで、第十五条の四の二、第十

五条の四の三第三項及び第十五条の四の四第三項において同じ。）の収集又

は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域（運搬のみ

を業として行う場合にあつては、産業廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）

を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者

（自らその産業廃棄物を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる

産業廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者その他環境省令で定める者

については、この限りでない。」とし、14条 6 項が、「産業廃棄物の処分を業

として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知

事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物を

処分する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの処分を

業として行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。」

とする。

　特別管理産業廃棄物についても、14条の 4 第 1 項は「特別管理産業廃棄

物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区

域（運搬のみを業として行う場合にあつては、特別管理産業廃棄物の積卸

しを行う区域に限る。）を管轄する都道府県知事の許可を受けなければなら

ない。ただし、事業者（自らその特別管理産業廃棄物を運搬する場合に限

る。）その他環境省令で定める者については、この限りでない。」とし、14条

の 4 第 6 項は「特別管理産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当

該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければなら

ない。ただし、事業者（自らその特別管理産業廃棄物を処分する場合に限

る。）その他環境省令で定める者については、この限りでない。」とする。

　これらの規定に反して一般廃棄物又は産業廃棄物の収集若しくは運搬又は

処分を業として行つた者には、25条 1 項 1 号により 5 年以下の懲役若しくは

1000万円以下の罰金、又はこれが併科される。
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　（ 5 ）比　較

　本稿が比較検討を加える、委託基準違反の罪、受託禁止違反の罪、再委託

禁止違反の罪、無許可収集・運搬、処分の罪の差異を表にまとめると以下の

ようになる。

委託基準違反の罪 受託禁止違反の罪 再委託禁止違反の罪 無許可収集・運搬、処
分の罪 （無許可営業罪）

対
象

排出業者 無許可業者 処理業者
排出業者

無許可業者

種
類

一般廃棄物
産業廃棄物
特別管理廃棄物

産業廃棄物
特別管理産業廃棄物

一般廃棄物
産業廃棄物
特別管理廃棄物

一般廃棄物
産業廃棄物
特別管理産業廃棄物

行
為
違
反
内
容

委託基準に違反した委
託を行った場合

受託禁止に違反した場
合

ⅰ基準違反の委託行為
ⅱ基準違反の再委託行
　為

収集もしくは運搬又は
処分を業として行う

罰
則

5 年以下の懲役若しく
は1000万円以下の罰金、 
又はこれの併科

5 年以下の懲役若しく
は1000万円以下の罰金、 
又はこれの併科

3 年以下の懲役若しく
は300万円以下の罰金、 
又はこれの併科

5 年以下の懲役若しく
は1000万円以下の罰金、 
又はこれの併科

　現在では、対象や廃棄物の種類ごとに複雑な規制・処罰規定となっている

廃棄物処理法であるが、廃棄物処理法の制定時（1970年）には、規定の構

造、処罰範囲が現在と比較すると、単純なものであった。以下では、当時の

議論状況や問題となっていた判例等を参照しつつ、年代順に問題点を明らか

にしていきたい。便宜上、廃棄物処理法制定直後を第 1 期、1976年改正から

1997年改正までの時期を第 2 期、そしてそれ以降を第 3 期と区別することに

する。これは、法律の改正により、処罰の枠組みが大きく変化していること

に対応させた区分である。条文の位置は、法改正の際に変更がある点には、

注意が必要である。

Ⅲ　第 1 期：受託側のみの不完全な罰則規定		
　　　　制定当時の廃棄物処理法（1970年）　　
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　廃棄物処理法の制定当時（1970年）、産業廃棄物の処理について、次のよ

うな規定が存在した。「事業者は、その産業廃棄物を自ら運搬し、若しくは

処分し、又は産業廃棄物の処理を業として行うことのできる者に運搬させ、

若しくは処分させなければならない。ただし、都道府県又は市町村が行う産

業廃棄物の収集、運搬、又は処分に関する業務の提供を受ける場合は、この

限りでない。」（12条 1 項）

　それゆえ廃棄物処理法は、制定当初から「排出業者」に対し、業として行

うことのできる者に産業廃棄物の収集、運搬、処分を委託することを要求し

ていた
（14）

。さらに　　1970年当時から現在まで変わらず　　 3 条 1 項は、「事

業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処

理しなければならない」と規定しており、排出者処理責任の原則が採用され

ているのも明らかであった。しかし当時の廃棄物処理法は、排出業者の責任

をわずか 4 項で構成しており、当時の廃棄物処理法施行令にも肝心な委託基

準が規定されていなかった
（15）

。さらに仮に12条 1 項の規定に違反したとしても

排出業者側の処罰規定は存在せず、刑事罰によって12条 1 項を遵守させるこ

とは不可能であった
（16）

。

　一方、産業廃棄物を受託した「無許可業者」については、14条 1 項が存在

した。すなわち14条 1 項は、「産業廃棄物の収集、運搬又は処分を業として

行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許

可を受けなければならない。ただし、事業者がその産業廃棄物を自ら運搬

し、又は処分する場合、もつぱら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの収

集、運搬又は処分を業として行う場合その他厚生省令で定める場合は、この

限りでない。」とし（無許可営業罪）、違反した場合には25条が、 1 年以下の

懲役又は10万円以下の罰金を予定していた。

　つまり1970年制定当時の廃棄物処理法は、産業廃棄物を受託した側である

無許可業者の処罰で足りるので無許可業者に委託した排出業者側に罰則は必

要ないという立場を前提とし、さらに無許可営業罪については、現在と比較
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すると著しく軽い法定刑の罰則しか設けていなかった。

　なお当時の実務上、無許可業者に委託した排出業者側に罰則は必要ないと

いう立場を前提とした罰則の運用がなされていたか、つまり排出業者側に共

犯規定が適用されていなかったのかは、必ずしも明らかではない。

　公刊物中、1976年改正以前に（産業）廃棄物の無許可収集・運搬ないし処

分が問題とされている裁判例として、東京地判昭和49年 1 月30日判時750号

114頁
（17）

及び大阪地判昭和54年 7 月31日判タ410号150頁
（18）

（1976年改正以降の判

決日であるが、適用されるのは、改正以前の法である）が存在する。もっと

も、東京地判昭和49年 1 月30日の事案は被告人が多数の者から料金を徴収し

て廃材や木くず等をの一般廃棄物の処理の委託を受けて燃焼させていた事案

であり、大阪地判昭和54年 7 月31日の事案も複数の会社等から依頼された産

業廃棄物について代金を徴収して収集・運搬していた事案であるから、被告

人に対し廃棄物の処分や収集の依頼をした者が複数おり、彼らに共犯規定が

適用され処罰が行われているのかは明らかでない。

　このようにして1976年改正以前、産業廃棄物は、排出する者が責任を持っ

て処理を行うという「排出者処理責任」は、必ずしも刑罰によって担保され

ていなかった。受託者側にのみ存在する処罰規定（無許可営業罪）も、無許

可の業者のみを対象としていた。これが後に問題となり、改められることに

なったのが、1976年の改正である。

Ⅳ　第 2 期：委託者側の罰則導入				  
　　　　1976年の法改正以降　　

　 1 　排出業者に委託基準違反の罪、産業廃棄物処理業者に再委託禁止違反

　　　の罪の制定

　1976年改正は、いわゆる六価クロム投棄の社会問題化などを契機として行

われた法改正である
（19）

。この改正により、事業者への産業廃棄物処理規制が大
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幅に強化された
（20）

。

　まず、排出業者側について委託基準が法律上定められた。12条 4 項は「事

業者は、その産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合には、政令で

定める基準に従わなければならない。」と規定した。政令で定める基準は、

廃棄物処理法施行令 6 条の 2 第 1 項 1 号に定められ、「他人の産業廃棄物の

収集、運搬又は処分を業として行うことができる者であつて、委託しようと

する産業廃棄物の運搬又は処分がその事業の範囲に含まれる者に委託するこ

と。」となった
（21）

。これ違反した場合に成立するのが委託基準違反の罪である

（26条 2 号）。

　同時に受託者側も罰則が強化されている。産業廃棄物処理業の無許可営業

について定める14条 1 項の規定はそのまま残されたが法定刑は、 1 年以下の

懲役又は50万円以下の罰金へと加重された（25条 1 項）。

　新たに制定された14条 7 項は、「第 1 項の許可を受けた者は、産業廃棄物

の収集、運搬又は処分を他人に委託してはならない。ただし、事業者から委

託を受けた産業廃棄物の運搬を政令で定める基準に従つて委託する場合その

他厚生省令で定める場合は、この限りでない。」とした。つまり許可業者で

あっても、産業廃棄物の委託基準違反を処罰する規定が制定されたのであ

る。これが再委託禁止違反の罪である（26条 2 号）。

　排出業者側の罪である委託基準違反の罪と、許可業者の側の罪である再委

託禁止違反の罪は、26条 2 項により同じく 6 月以下の懲役又は30万円以下の

罰金に処されることになった。

　1976年改正により、産業廃棄物の収集、運搬、処分を行った無許可業者だ

けでなく、無許可業者に委託した事業者、委託を受けた事業者による再委託

にも刑罰が科される構造となった。産業廃棄物は原則として排出者の手によ

り処理されなければならず、仮に他者の力を使うにしても、廃棄物が転々と

再委託を重ね、責任の所在が不明確になる事態を回避することが意図された

からである
（22）

。もっとも、実務上は大きな問題が生じていた。14条 1 項の許可
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を受けた者と規定されていたために、収集・運搬のみの許可を受けた者であ

っても、産業廃棄物処理業の許可を有するとして実際には処分まで引き受け

て営業を展開していた。つまり収集・運搬のみを事業範囲とする業者に、処

分までを一括して委託することが一般的な商慣習となってしまったのであ

る
（23）

。

　 2 　学説における議論状況

　1976年改正により、排出業者に委託基準が定められ、委託基準違反が処罰

されるようになった。これにより学説においては、 2 つの問題が議論される

ようになった。第 1 は、排出事業者が無許可の業者に廃棄物の処理を委託し

た場合に成立する罪責の問題であり、第 2 は委託基準違反の罪の既遂時期、

すなわち「委託」という文言の意義である。

　（ 1 ）無許可営業罪の共犯？委託基準違反の共犯？

　例えば、産業廃棄物を排出した事業者Ａが、委託基準に反してその処分を

処理業者Ｘに委託した場合、Ａについて、委託基準違反の罪が成立する。も

っとも問題となるのは、Ｘについても委託基準違反の罪の共犯が成立するの

か、つまりＡの共犯として処罰が行われるか否かである。廃棄物処理法の罰

則規定は、明文をもって刑法総則の適用を排除するものではない。それゆえ

共犯の成立が考えられるところである
（24）

。しかしながら処理業者Ｘについて

は、廃棄物処理業の無許可営業罪の規定が存在する。そうすると両者は、対

向犯の関係に立つように見える。

　我が国の判例によれば、対向する関係にある行為について、一方に処罰規

定を欠く場合、これを他の共犯として処罰することは原則として出来ないと

されている。例えば、弁護士でない者が報酬を得る目的で法律事務を取り扱

うことを禁止・処罰している弁護士法72条違反の罪について、弁護士でない

者に、自らの法律事件の示談を依頼し、これに報酬を与えた行為について、
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最判昭和43年12月24日刑集22巻13号1625頁は、弁護士法72条の規定は、依頼

者の行為を当然予想しており、この他人の関与行為なくしては、同罪は成立

し得ないと解されるが、その関与行為を処罰する規定は置かれていない。こ

のように、ある犯罪が成立するについて当然予想され、むしろそのために欠

くことの出来ない関与行為について、これを処罰する規定がない以上、これ

を、関与を受けた側の可罰的な行為の教唆もしくは幇助として処罰すること

は、原則として、法の意図しないところと解すべきであるとしている。

　この判例理論を前提とすると、Ａについて委託基準違反の罪が成立するか

らといって、Ｘについても委託基準違反の共犯の成立が認められるわけでは

ない。なぜなら基準違反の委託行為と、無許可営業の受託行為が対向関係に

立つからである。そうすると、Ｘについて成立する産業廃棄物処理業の無許

可営業罪について、Ａは共犯として責任を追うことは、原則として考えられ

ないことになろう。

　学説においては、このような理解に賛成し、極めて例外的な場合にのみ、

つまりＡの行為が通常の定型的な関与を超えている場合にのみ、共犯規定の

適用を肯定する見解が展開されていた。例えば、廃棄物処理業を行う意思が

ない者に対し、自己の廃棄物の処理を依頼するため廃棄物処理を行うに必要

な資金を援助するなどして自己の廃棄物処理を執拗に依頼し、これに無許可

の廃棄物処理業を行う決意を生じさせ自己の廃棄物の処理をさせたような場

合、無許可廃棄物処理業の教唆犯が成立するというのである
（25）

。廃棄物処理法

学説における支配的見解は、現在に至るまでこの理解に賛成している
（26）

。

　結論から述べれば現在においても、支配的見解の結論は正当であると思わ

れる。たしかにＡについてもＸの無許可営業罪の教唆犯を成立させ、同時に

Ａによる単独犯としての委託基準違反罪と罪数処理により一罪として構成す

ることが不可能ではない（観念的競合か包括一罪となるが、いずれにせよ妥

当でないので検討しない。）。そのように理解した場合、　　当時の法定刑を

前提とすると　　産業廃棄物処理業の無許可営業罪の教唆犯の法定刑が、委
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託基準違反の罪の法定刑を超えることから、結局、無許可営業罪の教唆犯の

一罪が成立することになる。しかし、法改正で新たに導入した委託基準違反

の罪が、罪数処理により消えてしまうのであれば、導入した意義が考えられ

なくなってしまうので、このような理解はそもそも法律が前提としていない

というべきであろう
（27）

。

　上で述べたように委託基準違反の罪が導入される以前の公刊物からは、委

託側を無許可営業の共犯として有罪判決を下したものは見いだせない。産業

廃棄物の処分を委託したＡは、無許可業者Ｘにより行われた無許可営業につ

いて、原則として共犯としての責任を追わないという結論は、実務的にも是

認されていたと思われる。

　なお先の事例におけるＸについてもＡの委託基準違反行為の共犯が問題と

なりうるが、上と同様の理由から、原則として共犯規定の適用は否定される

べきであろう。

　（ 2 ）委託の意義と既遂時期の問題

　そこで次に問題とされたのは、「委託」の意義である。廃棄物処理法は、

排出業者が自ら産業廃棄物を処理することを基本としつつ、場合によっては

産業廃棄物処理業者のような他人に処理を依頼することを認めている。そし

てその委託の方式は、準委任、請負等いずれの契約方式によっても差し支え

ないとされていた。それゆえ問題となるのは、委託基準に反した契約が締結

された段階で既遂となるのか（契約時説と呼ぶ）、それとも実際に契約の履

行を依頼した段階（実際時説と呼ぶ）で既遂となるのかである。

　この問題を提起した古田佑紀によれば、一般廃棄物の処理を市町村が委託

する場合には、受託者の実質的能力、形式的資格要件、委託料の額、委託契

約の解除条項等の個別の処理とは直接の関係のない一般的な基準を定めてい

ることからみて、委託も契約の段階のことをいうとの考え方もあり得るが、

特定の産業廃棄物の場合には、処分を委託しようとする廃棄物の種類、数量
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等を記載した書面の交付義務が定められており、実際に廃棄物の処分を依頼

することを委託と理解することも可能であるとする。そして法の目的は、無

許可業者による不法投棄を抑止するために、無許可業者に処理を委託させな

い点にあるのであるから、単なる契約ではこのような弊害は現実に発生する

のではないとして、廃棄物の処理を依頼した段階ではじめて既遂となるとい

う
（28）

。

　契約時説と実際時説の対立は、古田が議論を行った当時とは、処罰の枠組

み、前提となる制度が異なるため、現在ではその対立の意義は存在しない。

というのも、現在では委託に対応する（かのように見える）受託禁止違反の

罪が制定されているからであり、さらに産業廃棄物の委託は書面でなされる

必要があるから、現在では、契約時説のように既遂時期を早くする必要性は

大きくないというべきである。以上のような学説に対し、実務にはどのよう

な問題が存在していたのであろうか。

　 3 　委託契約の書面化：1991年改正の影響

　廃棄物処理法は、上で述べたように委託の範囲を、契約の存在を前提とし

て考えていたと思われる。しかしながら、民法上、契約は口頭でも成立する

ため、廃棄物処理法においても契約書を作成する必要はないといえるか問題

となる。もし（産業）廃棄物の委託の局面において契約書がなくても足りる

とすると、その産業廃棄物がその後不法投棄され、廃棄物の中身から排出業

者が判明したとしても、不法投棄者へと渡っていった廃棄物の流通過程や、

投棄者が判明しない。これでは廃棄物事犯捜査だけでなく廃棄物行政にも影

響を及ぼす大きな問題である。また、口頭での契約の存在を事後的に証明す

ることは困難が伴う。

　それゆえ廃棄物処理法1991年改正は、産業廃棄物について、事業者が運

搬、処分を委託する際の委託契約の書面化を定めた（廃棄物処理法施行令 6

条の 2 第 1 項 3 号、これは現在では 4 号）
（29）

。現在では次の東京地判平成元年
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11月 2 日のような事案において、すでに書面契約が存在しない点が廃棄物処

理法違反となる
（30）

。また1991年改正において、収集・運搬と処分が別の許可と

されるなど、刑罰の構成要件の変更が行われている点に注意を要する
（31）

。要す

るに、1991年改正により契約時説と実際時説の対立は、意義を失ったという

べきである
（32）

。

　 4 　実務で生じた新しい問題

　実務においては、従来論じられていなかった問題が生じた。東京地判平成

元年11月 2 日判タ718号211頁は、廃棄物処理法の委託基準違反の罪（12条 4

項、26条 2 号、29条、廃棄物処理法施行令 6 条の 2 第 1 号違反）の成否が問

題となり、最終的に無罪判決が下され確定した珍しい事件である。

　本事件の被告人は、道路舗装工事等を目的とする有限会社及びその代表者

であり、他人の産業廃棄物の収集・運搬（保管・積換えを除く）につき東京

都知事の許可を有するが、処分について許可を有さないＡ社に対し、被告人

の会社の産業廃棄物であるアスファルト破片等（いわゆる「ガラ」）をＡ社

の無許可保管場に搬入してその処分を委託したとして起訴された。

　裁判所の認定した証拠によれば、被告会社とＡ社の間に明確な契約は存在

せず、被告人の会社は、ガラをＡの保管場に産業廃棄物を搬入しただけで、

その後の処置を全面的にＡ社に委ね、埋め立て地を管理する処分団体あるい

は再生処分業者に対し自ら処分を委託することもなく、またＡ社に対しガラ

の処分方法、処分先等について何の指示もしていなかった。なお、Ａ社は保

管しているガラがある程度の量になると、中間処理業者に運搬して処理して

もらっていたため、許可を受けていない保管・積換え行為を行ったことによ

る事業範囲の無許可変更罪の成立が肯定されている
（33）

。

　無罪判決となった本事件で問題となるのは、被告人がガラを保管場に搬入

することが、ガラの「処分」を委託したとまで評価することが可能かという

点である。とくに委託の前提となる契約を認定し難い本件においては、委託
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したと評価可能な範囲が問題となる。東京地裁は、Ａ社が行っていたのは保

管・積換えを含む収集、運搬の限度にとどまり、その後は中間処理業者に委

託していたとして、被告人の委託内容は、保管・積換えを含む収集、運搬

の限度であるとした。（産業）廃棄物の処理を委託したというためには、従

来、暗黙のうちに契約が前提となると考えられていたが、本件では契約書等

は存在せず、そのような場合であっても委託基準違反が成立する余地のある

こと、そしてその際の委託を行ったと評価できる範囲を受託者側の現実の事

業に対応させている点が注目される。もっとも、いわゆるマニフェスト制度

が義務づけられる以前の事件であり、現在とは廃棄物処理業の前提が大きく

異なる点、最終的に無罪とされた理由は故意が認定できなかった点に注意が

必要である。

Ⅴ　第 3 期：受託者側の罰則強化				  
　　　　1997年改正以後　　

　以上のようにして、廃棄物処理法は制定当初から存在した無許可での廃棄

物処理業を禁止する規定だけでなく、排出業者側に委託基準違反の罪及び廃

棄物処理業者についての再委託禁止の罪を導入した
（34）

。その後1997年、廃棄物

処理法は、無許可業者についても産業廃棄物等の受託を禁止する規定を導入

した
（35）

。

　 1 　受託禁止違反の罪の制定

　受託禁止違反の罪は、次のような構造であった。14条 9 項は、「産業廃棄

物収集運搬業者、産業廃棄物処分業者その他厚生省令で定める者以外の者

は、産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を受託してはならない」、さら

に14条の 4 第 9 項は、「特別管理産業廃棄物収集運搬業者、特別管理産業廃

棄物処分業者その他厚生労働省令で定める者以外の者は、特別管理産業廃棄
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物の収集若しくは運搬又は処分を受託してはならない。」とし、違反した場

合には、 1 年以下の懲役又は300万以下の罰金とされた（26条 2 項の 2 ）。つ

まり、受託禁止違反の罪の法定刑は委託基準違反の罪よりも軽く立法された

のである。もっとも法定刑が軽いことが問題視され、その後2004年改正によ

り重罰化されることになる
（36）

。

　受託禁止違反の罪は、廃棄物処理法の各種罰則を一見したところ不要であ

るようにも見える。というのも廃棄物処理法は、当初から業についての許可

を得た者にのみ営業を許容する許可制を採用しており、廃棄物処理業の内容

である産業廃棄物の受託が禁止されているのは、あまりにも当然のことだか

らである。

　しかし現実の廃棄物処理事業者の中には、産業廃棄物の処理を引き受ける

ものの許可を持っている業者に再委託する、いわゆる（産廃）ブローカーが

登場し問題とされた
（37）

。すなわち排出業者から産業廃棄物の処分を引き受けた

ブローカーは、①自分で廃棄物処分を行えば無許可処分として処罰される

が、自分では処分を行わないので無許可処分としては処罰されず、②ブロー

カーが許可を受けた正当な業者に処理を再委託した場合には、再委託基準違

反は、処理業者のみを規定しているため、ブローカーのような無許可業者を

処罰することが出来ず、③さらにブローカーが、無許可の業者に委託した場

合についても、再委託基準は許可を受けた業者のみに適用されるため、ブロ

ーカーの委託行為それ自体は罰することが出来ないという問題が生じたから

である。①②③の問題点を回避するために、廃棄物を引き受けた時点で、許

可を受けた業者であるか否かを問わず処罰する為の規定が、受託禁止違反の

罪であった。

　 2 　学説における議論状況

　以上のように、ブローカーを処罰するため、受託者側の罰則として規定さ

れた受託禁止違反の罪であるが、制定後、 2 つの問題が存在することが判明
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した。すなわち受託禁止違反の罪と、従来から存在する罪との関係である。

　（ 1 ）受託禁止違反の罪と無許可処理業の罪の関係 

　まず問題となったのは、無許可処理業者が産業廃棄物の処理を受託し、業

として自ら処理した場合、受託禁止違反の罪が成立し、それに加えて、従来

から存在する無許可処理業の罪が成立するか否かである
（38）

。さらに両者ともに

成立すると解した場合、罪数をいかに解するかも問題となる。

　多谷千香子
（39）

は、処理業者による廃棄物の処理は、当然に受託することを前

提としており、法定刑も無許可処理業で十分まかなえる上に、受託違反はも

ともと不可罰となる「中ぬけ行為」を対象としたものであるから、無許可処

理業の罪のみ成立させることを主張する。

　これに対し、両罪を成立させた上で併合罪として処理する見解も主張され

ている。増田啓祐
（40）

によると、受託禁止違反の罪を新設した趣旨は、改正前に

おいては、無許可処理業が行われる場合には、先行する受託行為を独立して

処罰する必要はなく、無許可処理業を処罰すれば足りるものと考えられてい

たところ、処理を受託しながら自ら処理を行わず、更に他者に処理を委託し

た場合には処罰が困難になる場合があることから、廃棄物処理の適正を計る

という法の目的をより貫徹するために、無許可の処理行為とは別個に受託行

為それ自体を独立して処罰の対象とすることとした点にあり、無許可処理業

の罪と受託禁止違反の罪とは罪質を異にするものと考えられることからし

て、両罪を成立させた上で、全く別個な行為である以上、併合罪として処理

されるべきであるという。

　さらに同様の見解を主張する中村明
（41）

によれば、受託禁止違反の罪は、無許

可の処理行為とは別に、受託行為それ自体を独立して処罰の対象としたもの

であり、罪質も異なる以上、両罪が成立した上で、併合罪として処理される

べきであるという。

　これについてどのように解するべきであろうか。結論から述べれば、受託
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禁止違反の罪と無許可処理業の罪は別の不法内容を有しており、両罪が成立

すると解した上で、併合罪として処理されるべきである。

　無許可処理業の罪は、廃棄物処理を許可制とし、その潜脱を防ぐための規

定である。これに対し受託禁止違反の罪は、無許可業者が無許可業者から処

分を受託するような場合を念頭に置いた、行政の許可制との関係は希薄な犯

罪類型である。それゆえ両罪は、罪質が大きく異なる。さらに、受託禁止違

反の罪と無許可処理業の罪は一般法と特別法の関係にある、あるいは受託禁

止違反は無許可処理の随伴行為のような関係にあると評価することは出来な

い。それゆえ、両罪の成立を肯定した上で併合罪とする処理が正当である。

　（ 2 ）委託基準違反の罪と受託禁止違反の罪の関係：対向犯？

　産業廃棄物の受託禁止違反の罪と無許可処理業の罪が、別の不法内容を有

する犯罪類型であるとしても、次に新たな問題が生じる。上で述べたよう

に、排出業者に向けられている委託基準違反の罪は、廃棄物処理業を行う者

の無許可処理業の罪と対向犯の関係に立っている
（42）

。問題は、同様の対向犯関

係が、委託基準禁止違反の罪と受託禁止違反の罪にも成り立つかである。結

論から述べれば、両罪は、言葉の上で「委託」と「受託」が対応するもの

の、対向犯の関係には立たないと解すべきである
（43）

。

　たしかに許可業者が、委託基準に反して無許可業者に産業廃棄物の処分を

委託した場合であれば、許可業者には委託基準違反の罪が、受託した無許可

業者には、受託禁止違反の罪の成立が認められるので、両罪が対向犯の関係

に立っているように見える。しかし受託禁止違反の罪は、受託者が無許可業

者であれば、委託者側は排出業者、許可業者、無許可業者のいずれでも可能

である。つまり無許可業者Ａが、無許可業者Ｂに対し産業廃棄物の処理を再

委託した場合であってもＢに受託禁止違反の罪は成立すると解される。そう

すると新設された受託禁止違反の罪は、委託基準違反の罪と対向犯の形で立

法されたと評価してはならないであろう。
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　刑法学では、処罰規定を欠く対向的行為が、必要的共犯の関係にあるとし

て共犯の成立が否定される理由として、 3 つのものが存在することが指摘さ

れている。①関与者の一方が実質的に被害者となっている場合、②関与者に

責任が欠ける場合、③関与者を不可罰とする立法者意思が明らかな場合であ

る
（44）

。①産業廃棄物を委託した者は、受託禁止違反の罪の想定する被害者では

ないし、さらに②産業廃棄物の受託を期待し得ないような事情が存在するこ

とも考えにくいので責任が欠けると評価することは出来ない。それゆえ最後

に③立法者の意思が問題となる。

　この点、立法時には次のような説明が行われていた。「他人から産業廃棄

物の処理の委託を受けまして、実際にはみずからは処理をせずに第三者に再

委託をするという、いわゆるブローカーが介在をいたしまして、その結果、

第三者による不適正な処理が行われる例が見られることが指摘されておりま

して、廃棄物処理に関する国民の不信感を高める一因ともなっております。」

「このため、こうしたブローカーに責任追及できることとして国民の不信感

を払拭し、適正処理の確保を図りますために、産業廃棄物処理業者以外の受

託を明記いたしまして禁止する規定を設けたところでございます。」
（45）

。この説

明からすると、受託禁止違反の罪は、廃棄物処理に関する国民の不信感の払

拭が意図されており、受託行為に関与する者を不可罰とする意図まで存在し

たと評価することは難しい。

　このようにして、受託禁止違反の罪が委託基準違反の罪の対向犯でないと

すると、（前頁にあげた事例における）受託者Ｂについて受託禁止違反の罪

が成立する場合、委託者Ａは、Ｂの受託禁止違反の共犯として可罰的となる

と解すべきである。対向犯となっていない以上、共犯規定の適用が否定され

る理由はないからである。

　さらに、次のような法制度の強化も理由としてあげられる。第 1 期の廃棄

物処理法は、受託者側にのみ（不完全な）処罰規定を設け、第 2 期の廃棄物

処理法は、委託者側にも罰則規定を導入した。それでも足らず、受託禁止違
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反の罪を導入した第 3 期の廃棄物処理法は、両方の側の罰則強化を行ってい

ると解するのが、 改正の経緯・歴史からしても素直な理解であると思われる。

　廃棄物処理法学説においては、先の場合のＡの委託行為は、受託禁止違反

の共犯にならないとする見解
（46）

も主張されているが、その理由は必ずしも明ら

かではない。おそらく、従来から廃棄物処理法は、「処理」と「委託」を区

別しており、委託それ自体は無許可処理業と評価されて来なかったので、従

来無罪であった行為が処罰されることになり法の趣旨に反するのではないか

という点、受託された産業廃棄物はその後誰かに再委託されるのが通常であ

り、再委託行為はすでに受託禁止違反の罪に織り込み済みで、そちらで処罰

すれば足り、せいぜい量刑としての評価でしかないという点などが理由とし

てあげられると思われる。

　しかし共犯規定が、特別刑法の処罰範囲を広げることはめずらしいことで

はない
（47）

。産業廃棄物の受託を禁止するのであれば、法は受託を可能にする行

為にも同じように否定的評価を下しているというべきであろう。また産業廃

棄物の受託禁止違反に反して受託した後に、自ら投棄することも考えられる

ので、再委託行為をそれ以前に行われた受託禁止違反の中に読み込むことは

不可能である。

　さらに受託禁止違反の罪が「業として」の受託を禁止しているのであれ

ば、単なる委託行為では教唆行為あるいは幇助行為とは評価出来ないかもし

れない。しかし、受託禁止違反の罪は、一回限りの単発的な受託であっても

成立し、さらに有償であるか無償であるかを問題としない犯罪である
（48）

。単な

る産業廃棄物の委託行為であっても、受託禁止違反の罪の共犯行為と評価さ

れることは十分ありうるというべきであろう。

　なお、産業廃棄物の受託禁止違反に反して受託し、さらにこの産業廃棄物

を基準に反して再委託した場合には、受託禁止違反の罪と再委託禁止違反の

罪が併合罪とされるべきである。

　実務上これが問題とされた東京地判平成19年 2 月22日公刊物未掲載
（49）

は、被
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告人が産業廃棄物の収集・運搬を業とする会社の業務に関し、産業廃棄物処

理業者でないのにもかかわらず産業廃棄物と土砂の混合物合計92トンについ

て処分の受託を行い、また同混合物合計約162トンについて他の産業廃棄物

収集、運搬業者に運搬の再委託を行ったという事案である。東京地判は、受

託行為を受託禁止違反の罪（25条 1 項13号、14条13項後段）とし、委託行為

を委託基準違反の罪（26条 1 号、14条14項本文）とした上で併合罪として処

理した。

　 3 　禁止される委託の範囲、委託の方法の問題

　実務上でしばしば問題とされたのは、禁止されている「委託」あるいは

「受託」がどの範囲なのかという点である。とくに委託内容については、処

理業者自らが処理する内容なのか、自らが処分を行うだけでなく、他の者に

再委託をすることを委託する場合も含まれるのかが問題となる。なぜなら、

かつて散見された、排出業者が廃棄物の処理を丸投げしているような場合に

は、「許可を受けた産業廃棄物処理業者に再委託されると考えていた」、それ

ゆえ「故意が欠ける」との弁解が成り立ちかねないからである
（50）

。以下では、

判例で問題となった事案を参照して、この問題を明らかにしたい。

　（ 1 ）最決平成18年 1 月16日刑集60巻 1 号 1 頁：再委託は原則禁止

　最決平成18年 1 月16日刑集60巻 1 号 1 頁は、排出業者側の委託基準違反が

最高裁まで争われた事案である。被告人は、産業廃棄物収集・運搬業の許可

を受けているものの処分業の許可を受けていない業者Ｘに対し、収集・運搬

の費用のみならず処分費用までを含めた費用を支払って、その後のことはす

べて任せていたが、実際には、業者Ｘは、産業廃棄物を不法投棄や焼却して

いたため、無許可業者への委託であるとして委託基準違反として起訴され

た。最高裁は、次のように判示した。

　「25条 4 号
（51）

にいう『第12条第 3 項（中略）の規定に違反して産業廃棄物の
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処理を他人に委託した』とは、12条 3 項所定の者に自ら委託する場合以外

の、当該処理を目的とするすべての委託行為を含むと解するのが相当である

から、その他人自らが処分を行うように託する場合のみならず、更に他の者

に処分を行うように再委託することを委託する場合も含み、再委託先につい

ての指示いかんを問わないというべきである。」。

　すなわち、Ｘは収集・運搬の許可しか有していないために、被告人は、本

来であれば処分については自ら別途業者を探し、自ら委託する必要があっ

た。にもかかわらず、それを行っていないのであるから、委託基準違反の罪

が成立するというのである
（52）

。

　本件判例評釈
（53）

及び学説
（54）

の圧倒的多数が、排出業者の自己処理原則が法改正

により強化されている経緯や、受託禁止違反の罪の成立の経緯、さらにはマ

ニフェスト制度の義務化等から、再委託は原則として禁止されているとの結

論を導き出し本決定に賛成する。本稿もこのような理解に賛成である。

　たしかに処分費用に十分な金額を収集・運搬業者に支払えば、収集・運搬

業者が許可を持った処分業者を探し出してきて、適正な処分を依頼するであ

ろうから、委託基準違反の罪が、排出者の収集・運搬業者への処分の委託時

となるのは早すぎるという主張や、結果として適正処理された場合にも委託

基準違反となるのは奇妙であるとの主張は理由がないわけではない。

　しかし本決定の立場によれば、委託相手が適正な処分業者に委託するであ

ろうと考えていた点は、故意の成否に影響を及ぼさないことになるため、前

掲東京地判平成元年11月 2 日のような故意が欠如するとの問題は回避するこ

とが可能になるという利点がある。さらに収集業者が処分費までを受領して

いた場合であっても、処分業者を探さずに不法投棄すれば、その処分費用が

すべて収集業者の収益となる。このような経済的インセンティブがゆえに、

再委託を許容していたのでは、不法投棄が撲滅できないと考えられる。現

に、本事件では委託された産業廃棄物が投棄されたことが認定されている。

つまり再委託を原則として禁止しなければならない。それゆえ、本決定の立
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場は法改正やマニフェスト制度の観点からだけでなく、刑事罰の観点として

も支持することが出来る。

　（ 2 ）広島高判平成19年 5 月17日高刑速平成19年435頁：明示の再委託？

　　　 黙示の再委託？

　本最高裁決定の後、実務ではさらなる問題が提起されている。広島高判平

成19年 5 月17日高刑速平成19年435頁は、上の最決平成18年 1 月16日が上告

を棄却したために、差し戻された事案である。法25条 4 項における「委託」

の意義については、最高裁の判示に拘束されるため、弁護士は、本件では再

委託は「明示的」に行われていなければならないとして争ったが、広島高判

は、明示・黙示を問わず、事業者が運搬業者に産業廃棄物の処分を委託する

ことを禁止しているものとした。

　廃棄物処理法は、委託方法それ自体を保護するものでなく、また委託方法

を性質によって区別してるわけではない。それゆえ、明示的である必要はな

いというべきであろう。

　 4 　禁止される受託の範囲、方法の問題

　禁止される委託が、自ら他人に処分を依頼する場合だけでなく、他人にそ

の処分の再委託を依頼する場合も含まれるとすると、受託行為の場合につい

ても、委託に対応する受託行為だけでなく、再委託に対応する受託行為も、

受託禁止違反の対象となると解すべきである。

　このことが問題となったのは、大阪地判平成21年 3 月18日公刊物未掲載
（55）

で

ある。ある医療機関が感染性廃棄物（特別管理産業廃棄物）の処分を、特別

管理産業廃棄物処理業者Ａに委託したところ、Ａは特別産業廃棄物収集・運

搬業の許可しか有していないＸに、収集・運搬だけでなくその処分をも委託

した。Ｘは別の特別管理産業廃棄物処理業を営むＢの下に感染性廃棄物を運

搬し、Ｂにその処分を委託したという事案である。もしＸが再委託による処
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分を受託したのではなく、単に運搬を行ったに過ぎないのであれば、法律

上、感染性廃棄物を排出した医療機関はＢとの間で処分委託契約を、Ｘとの

間に書面で収集・運搬契約を締結しなければならない（廃棄物処理法12条の

2 第 6 項、同法施行令 6 条の 6 、 6 条の 2 ）。しかしこのような契約は一切

締結されておらず、Ｘは最終的な処分に要する費用も含めて代金を受け取っ

ており、費用に関する覚書きにも処分費用との記載があった。

　大阪地判は「受託禁止違反の罪が新設された趣旨からすると、受託行為が

処分を目的とした物であるか否かを判断するに当たっては、その受託行為を

行う行為者が排出事業者と処分業者との間の直接契約を阻害する行動を示

し、排出事業者に適正処理の最終的な責任を持たせることとした法の趣旨を

害するものであるか否かという観点が重要であるといえる。具体的には、排

出事業者が許可を受けた処分業者と処分委託契約を締結していないような場

合に、排出事業者と処分業者との間を仲介するような受託行為をすること

は、まさに排出事業者と処分業者の間の直接契約を阻害しているといえるの

で、特段の事情がない限り、処分を受託したものということが出来る。」と

判断し、Ｘに受託禁止違反の罪を認めた。

Ⅵ　産業廃棄物の受託禁止違反の罪をめぐる		
　　解釈的諸問題の検討

　以上のようにして、廃棄物処理法の改正、改正によって生じた議論、判例

の動向を参照してきた。本稿は、これまで判明した点を小括しつつ、受託禁

止違反の罪との関係が問題となる類型について検討を行う。

　 1 　受託禁止違反の罪の制定経緯

　廃棄物処理法は、当初、排出者処理の原則を刑罰によって担保していなか

った。無許可で廃棄物処理業を営んだ者のみを処罰すれば足りると考えてい
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たからである。その後しばらくして、1976年に排出者側についても罰則を導

入し、委託基準違反行為を処罰するようになった。しかしながら、排出企業

と処理業者の間に、ブローカーと言われる存在が発生し、ブローカー行為を

禁止するために廃棄物の処理を受託が禁じられるようになった （1997年改正）。

　 2 　無許可処分業と委託基準違反の罪、受託禁止違反の罪

　まず問題となるのは、委託基準違反の罪と無許可処分業の関係である。こ

れについては、既に述べたように対向犯の関係に立つと理解する支配的見解

は正当である。これを前提に、廃棄物の処分業者でない者が、廃棄物を受託

し、違法に処分した場合には、無許可処分業と受託禁止違反の併合罪とな

る。なぜなら、受託禁止違反は、無許可処分業の罰則では十分でないために

制定された規定だからである。

　 3 　受託禁止違反の罪と委託基準違反の罪

　これに対し、現在の支配的見解は、受託禁止違反の罪と委託基準違反の関

係も対向犯の関係に立つと理解する。しかしこれには疑問がある。受託禁止

違反の罪は、無許可業者Ａが無許可業者Ｂに産業廃棄物の処分を委託し、受

託された場合でも成立するので、委託基準の設定されている排出業者を念頭

に置いた規定と対向犯の関係に立つように立法された規定であると評価する

ことは出来ない。それゆえ、受託することができない無許可業者に、産業廃

棄物を受託させた者には共犯規定が適用される。

　このように解した場合の意義は、次のような場合に表れる。東京高判平成

15年 7 月30日東高刑時報54巻 1 ＝12号55頁は、産業廃棄物の収集・運搬業を

営む者処分の業許可を有さないＸが、収集した産業廃棄物類を、産業廃棄物

処分業の許可を有さないＹに、運搬と処分を依頼した事案である。第 1 審の

さいたま地裁川越支判は、法定の除外事由なく産業廃棄物の運搬・収集、処

分を他人に委託したとして、廃棄物処理法26条 1 項、14条10項を適用した。
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しかし東京高判は、この判決を破棄した。廃棄物処理法は再委託禁止の名宛

て人は、許可を受けている業者に限られるので、運搬・収集の限度でしか再

委託基準違反の罪は成立しないというのである。

　しかし、本稿のような立場を前提とすると、Ｘについて運搬・収集を他人

に再委託した点が、再委託基準違反の罪を構成するだけでなく、さらに処分

を依頼した点について、産業廃棄物の受託禁止違反の罪の共犯の成立が認め

られることになる。この点が、現在の支配的見解及び現在の判例と、私見と

の違いとして現れることになろう。

おわりに

　以上のようにして、受託禁止違反の罪と関連する廃棄物処理法の改正及び

議論状況を参照してきた。廃棄物処理法は、法改正により、多くの新しい規

定が制定されてきた。新しい規定については、従来から存在する規定との関

係や、適用範囲などについて不明な部分が多いと言わざるをえない。自然犯

的な犯罪である不法投棄罪については、近時研究が増加しつつある
（56）

。しかし

ながら行政犯的な罰則、例えば委託基準違反の罪、受託禁止違反の罪、再委

託禁止違反の罪については、未だ解明されていない。本稿は、これらの犯罪

を題材として、相互の関係を検討してきた。本稿が、未だ不明な廃棄物処理

法罰則の解明に貢献すれば幸いである。

（ 1 ）廃棄物処理法編集委員会編著『廃棄物処理法の解説 平成24年度』（日本環境衛

生センター、第13版、2012年） 1 頁以下参照。

（ 2 ）今井康介「廃棄物の不法投棄と廃棄物処理法16条の解釈について」早稲田法学

会誌65巻 1 号（2014年）45頁以下参照。

（ 3 ）堀口昌澄『かゆいところに手が届く廃棄物処理法 虎の巻』（日経 BP 社、改訂

版、2011年）49頁。
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（ 4 ）廃棄物処理法上の各種罰則を、類型化し体系化しようとする試みの必要性・重

要性は認識されていた（例えば中山研一ほか編『環境刑法概説』（成文堂、2003

年）227頁以下〔神山敏雄〕）。また実務上も、罰則が多様化したことにより、今度

は各類型において行政刑罰としての威嚇力がかえって低下することになりかねない

との指摘が存在した（これについてはさらに筑紫圭一「環境への行政的規制の現状

と課題」刑事法ジャーナル33号（2012年）23頁以下も参照）。体系化の利点は、現

在の罰則を整理し運用しやすくするだけでなく、今後の制度設計を考える上で、環

境保全の阻害要因となっている原因を抑止する最適な手法を観念しやすい点、類型

内部での関係を整序しやすい点にあろう。

　　近時廃棄物処理法罰則の体系化を試みたのは、阿部鋼「廃棄物事犯の類型」法学

新報123巻 9 ＝10号（2017年）767頁以下である。阿部説によると廃棄物事犯は、①

許可制に関する類型、②排出事業者責任に関する類型、③監督権能の侵害に関する

類型、④マニフェスト及び電子マニフェストの正しい運用確保に関する類型、⑤廃

棄物の投棄等の禁止の類型に分類される（以下、五分説と呼ぶ）。

　　この五分説を前提とした場合、産業廃棄物の受託禁止違反の罪の体系的位置は、

どのようなものとなるのであろうか。五分説によれば同罪は、①の許可制に関する

類型に属し、許可のない者の産業廃棄物の収集若しくは処分の受託を一般的に禁止

することで、許可制の実効性を担保し、保護法益である生活環境の保全及び公衆衛

生の向上を確保する規定と解釈される。これに対し、委託基準違反の罪は②の排出

事業者の責任に関する類型に属することになる。ただし、問題となるのは五分説が

区別している⑤マニフェスト類型と、②排出事業者責任類型が、同じではないかと

いう点である。というのもマニフェストの運用は、排出業者の排出責任を明確化す

るために導入されたものだからである。五分説の構想は興味深いが、廃棄物処理法

罰則の体系化には、 なお問題が残る。この問題については、 今後の検討課題としたい。

（ 5 ）佐藤泉「廃棄物処理法違反への処分・罰則　　最近の処罰事例及び今後の法改

正の動向　　」紙パ技協誌70巻12号（2016年）54頁以下、石渡正佳・佐藤泉「ダイ

コーは氷山の一角 排出業者は丸投げするな」日経エコロジー202号（2016年）66頁

以下、杉本裕明「ダイコー事件はなぜ起きたのか」週刊金曜日1104号（2016年）

46頁以下、水谷好洋＝谷貝雄三「食品廃棄物の不適正な転売事案の再発防止のた

めに」INDUST31巻 6 号（2016年） 2 頁以下、宮崎文雄「一番屋の冷凍カツ横流

し事件」INDUST31巻 6 号（2016年）24頁以下、尾上雅典「廃棄物を横流しされ

ないために排出業者ができること」会社法務 A 2 Z108号（2016年） 8 頁以下、芝
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田稔秋「食品廃棄物の転売事件についての一考察」月刊廃棄物542号（2016年）72

頁以下、小林嬌一「消費者を欺く産廃食品不正転売」消費と生活328号（2016年）

18頁以下、尾上雅典「食品廃棄物の不正転売事件 その 1 ～ 4 」月刊廃棄物541号

（2016年）42頁以下、542号（2016年）42頁以下、543号（2016年）42頁以下、544

号（2016年）44頁以下、田中勝「食品資源の有効利用と不正転売の防止を考える」

月刊廃棄物542号（2016年） 1 頁以下、石川雅紀「ダイコー事件と排出者責任」月

刊廃棄物543号（2016年） 1 頁以下、阿部鋼「食品廃棄物の不適正な転売事案」月

刊廃棄物543号（2016年）48頁以下、石川雅紀「ダイコー事件と排出者責任」月刊

廃棄物544号（2016年）30頁以下、石渡正佳『産廃Ｇメンが見た 食品廃棄の裏側』

（日経 BP 社、2016年）、佐藤健「廃掃法改正だけではない　　現行法の取締強化に

も注意！」環境管理53巻 8 号（2017年）56頁以下、加藤正樹「廃棄食品の不正転売

防止に関する排出業者の取組」明日の食品産業475号（2017年） 7 頁以下等参照。

　　本事件は、詐欺罪の成否等も問題となっている。本事件の一審判決については、

名古屋地判平成28年12月16日 D 1 -LAW/DB 28250102を参照。

（ 6 ）廃棄物の定義の問題については、見目善弘「廃棄物処理法（前編）」環境管理51

巻 9 号（2015年）52頁以下、今井康介「廃棄物を捨てる行為を罰する特別刑法上の

諸問題について」早稲田法学会誌65巻 2 号（2015年）47頁以下、渡辺靖明「『廃棄

物』とは何か？」環境管理52巻10号（2016年）84頁以下、同「循環型社会における

『廃棄物』概念のジレンマ」環境管理52巻12号（2016年）92頁以下、北村喜宣『環

境法』（弘文堂、第 4 版、2017年）446頁以下等参照。

（ 7 ）産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処理を委託する場合に、遵守すべき委託

基準は、廃棄物処理法施行令 6 条の 2 、 6 条の 5 に定められている。具体的には、

①委託しようとする相手が処理業（収集・運搬業、処分業）の許可を有すること、

②委託する種類の産業廃棄物を取り扱う許可を有していること、③委託契約を締結

すること、④その委託契約を書面で行い、許可書の写しを添付すること、⑤特別管

理産業廃棄物の委託の場合にはさらに、廃棄物の種類、数量、性状、荷姿、取扱い

上の注意事項等を書面で通知すること、⑥委託契約書及び契約書に貼り付けされた

書類を契約終了の日から 5 年間保存することである。

（ 8 ）事例については、尾上雅典『知らなきゃ怖い！ 廃棄物処理法の罰則』（株式会

社クリエイト日報、増補改訂版、2012年）60頁以下参照。

（ 9 ）さらに木村博昌「連載第12回 廃棄物処理法解体新書」月刊廃棄物357号（2004

年）71頁も参照。



産業廃棄物の受託禁止違反の罪とその周辺（今井）　63

（10）例えば、引越に際して排出された転居廃棄物（家庭系廃棄物）を持って帰るよ

うに転居者に言われた場合、これが問題となる。さらに食品が含まれるような場合

には食品リサイクル法の規定との関係も問題となる点に注意を要する。詳しくは、

龍野浩一『お答えします！ 廃棄物処理』（第一法規、2015年）147頁参照。

（11）委託基準違反の具体例については、日本産業廃棄物処理振興センター編『明

快！ 排出事業者のための廃棄物処理法解説』（ぎょうせい、2007年）58頁以下、英

保次郎『廃棄物処理法Ｑ＆Ａ』（東京法令出版、 6 訂版、2011年）202頁以下、見目

善弘「廃棄物処理法（後編）」環境管理51巻10号（2015年）78頁以下等参照。

（12）この問題については、篠塚達徳「産業廃棄物の不適正処理・保管と廃棄物概

念の再検討」Journal of IOND University 1 号（2002年）111頁以下、筑紫圭一

「『廃棄物処理法』の適用」法学教室408号（2014年）24頁以下参照。

（13）無許可収集・運搬罪については、すでに広島高裁岡山支判平成28年 6 月 1 日裁

判所ウェブサイト及びその原審たる岡山地裁倉敷支判平成28年 1 月27日公刊物未掲

載を題材として検討を加えた。今井康介「廃棄物処理法における無許可収集・運搬

罪についての一考察　　墓石収集・運搬事件を参考にして　　」早稲田大学大学

院法研論集161号（2017年） 1 頁以下参照。さらにこの事件については、高橋信行

「行政刑罰における違法性の意識 廃墓石無許可収集運搬事件」法学教室437号（2017

年）42頁以下、前田雅英「行政刑罰法規の実質的解釈と故意の認定」捜査研究66巻

4 号（2017年）13頁以下、赤瀬康明「行政指導に反して行われた廃墓石収集・運搬

に無許可収集・運搬罪の故意が認められた事例」いんだすと32巻 8 号（2017年）42

頁以下も参照。

　　岡部雅人「判批」刑事法ジャーナル52号（2017年）135頁以下は、無許可収集・

運搬罪をいわゆる形式犯であるから、法益侵害やその危険の有無及び大小を理由に

可罰的違法性の有無を論じる余地はないとする理解（高裁判決の理解）に対し、犯

罪はすべて実質犯として理解されるべきであるという見地から次のように評価す

る。廃棄物処理法が保護法益とする生活環境を保護するためには、直ちに住民の生

活や健康に影響を及ぼさない場合でも、無法な投棄が環境破壊をもたらすことか

ら、広くその危険行為を処罰することが必要である。もしこのように考えるのな

ら、この判決の事案においても生活環境に対する抽象的危険を認めることができ

る。

　　しかし、廃棄物が不法投棄されて環境破壊をもたらす可能性は、無許可収集・運

搬罪の不法内容というよりは、不法投棄目的での収集・運搬を処罰する26条 6 号の
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不法内容ではないであろうか。異なる犯罪類型の不法内容が肯定できることを理由

に、無許可収集・運搬罪の成立を肯定するのであれば、その理由付けには問題があ

る。

（14）これに対し、廃棄物処理法の前身たる清掃法（1954年～1970年）においては、

廃棄物の区分がなく、市町村の処理責任とされていた。

（15）木村博昌「『廃棄物処理法』解読新書 volume 37」月刊廃棄物429号（2007年）

83頁。

（16）前田宏『公害関係罰則概説』（立花書房、1971年）104頁、江利川毅「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」金沢良雄監修『註釈公害法体系 第 2 巻』（日本評論

社、1972年）240頁以下、特に同書253頁等参照。

（17）なお本事例では、処理の委託を受けた廃棄物を燃焼させた点が、東京都公害防

止条例61条 2 号違反とされている。東京都公害防止条例が適用された最初の事例で

ある。

（18）なお本事例の争点は、「業として行う」の点であり、これについては「反復継続

の意思をもつて一定の行為を行うことを意味し、それが営利の目的を持ってなされ

ることは必ずしも必要でなく、また、相手から対価を受けたか否かも問わないもの

と解すべき」と判示した。これは、すでに以前から存在する各種事業法における

「業として行う」の解釈と整合性を持たせるものである。例えば医師法17条につい

ての最決昭和28年11月20日刑集 7 巻11号2249頁、貸金業等の取締に関する法律 2 条

1 項についての最決昭和29年 4 月 8 日刑集 8 巻 4 号43頁、弁護士法72条についての

最決昭和34年12月 5 日刑集13巻12号3174頁、司法書士法19条 1 項についての最判昭

和39年12月11日裁判集刑事153号647頁である。

（19）宮沢和高「廃棄物処理法の改正について」工業用水214号（1976年） 9 頁以下、

岩波忠夫「廃棄物処理法改正の解説」地方自治346号（1976年）17頁以下、青木玄

曠「改正された廃棄物処理法」印刷雑誌60巻 7 号（1977年）27頁以下、今井康介

「廃棄物処理法における不法焼却罪の構造」早稲田法学会誌64巻 2 号（2014年）163

頁等参照。

（20）さらに安西温『特別刑法 2 』（警察時報社、改訂版、1986年）156頁以下参照。

（21）木村・前掲注（15）83頁。

（22）生盛豊樹『公害問題と警察活動』（立花書房、1983年）122頁以下、土本武司

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」平野龍一編『注解特別刑法 3 公害編』（青林

書院、1985年）56頁以下等参照。
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（23）木村・前掲注（15）84頁。さらに関西方面では、一部の自治体により三者契約

が公認されており、具体的には事業者が処分業者の能力等を確認することもなく収

集運搬業者に一任し、収集運搬業者が主導的に処分業者を結び一体的な委託契約を

締結する契約が行われていた。

（24）特別刑法と共犯規定の適用の問題については、古くから議論がある。笹内純一

『実務特別法』（門書房、1952年）31頁以下参照。

（25）古田佑紀「廃棄物処理法罰則の解釈と運用（下）」警察学論集32巻 3 号（1979

年）147頁。

（26）伊藤栄樹ほか編『注釈 特別刑法 第 7 巻 公害法・危険物法編』（立花書房、1987

年）245頁、258頁〔古田佑紀〕、藤永幸治編『シリーズ捜査実務全書 10 環境・医

事犯罪』（東京法令出版、1999年）43頁、50頁〔中村明〕、多谷千香子『廃棄物・リ

サイクル・環境事犯をめぐる101問』（立花書房、改訂版、2006年）14頁。

（27）仮に対向犯に立たないと理解して通常の教唆犯の成立を検討するとしても、無

許可営業罪は、「業」として廃棄物処理業を行う犯罪であるから、教唆犯が成立す

るためには、廃棄物処理「業」を行わせる決意を生じさせる必要があり、その結

果、極めて例外的な場合にのみ教唆犯が成立することになる。

（28）古田・前掲注（25）156頁以下。

（29）尾上雅典 『ぜーんぶわかる廃棄物処理法実務』 （クリエイト日報、2011年） 63頁。

（30）木村博昌「『廃棄物処理法』解体新書 volume 36」月刊廃棄物427号（2007年）

156頁以下、同「『廃棄物処理法』解体新書 volume 54」月刊廃棄物448号（2008

年）74頁以下等参照。

（31）1991年改正については、阿部泰隆『廃棄物法制の研究』（信山社、2017年）59頁

以下、さらに1991年以降の産業廃棄物法制の改正については、竹内秀年「排出事業

者からみた産業廃棄物管理の変遷と今後」環境管理49巻 8 号（2013年）28頁以下参

照。

（32）1991年改正は、条項の数だけをみても 3 倍以上となっており、新法の制定に匹

敵するほどの抜本的な改正内容となっているとの評価もある。木村博昌「連載第 4

回『廃棄物処理法』は事業者の廃棄物対策のルールブック」月刊廃棄物320号（2001

年）113頁参照。

（33）判タ718号212頁参照。ガラの処分を行った点の処罰ではない点に注意が必要で

ある。

（34）山田好孝「廃棄物処理法の改正と今後の警察の対応について」警察学論集50巻
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7 号（1997年）38頁以下、羽澤武志「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改

正の概要」警察公論52巻 8 号（1997年）19頁以下、木岡保雅「産業廃棄物事犯の現

状とその取り締まりの推進」警察公論53巻10号（1998年）30頁以下等も参照。

（35）さらに名義貸しを禁止する規定（14条の 3 の 2 ）も、この改正により導入され

た。廃棄物処理法編集委員会編著『解説』（前掲注（ 1 ）） 3 頁参照。

（36）富岡克隆「『廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律』の概要

等」捜査研究641号（2005年）10頁。

（37）長岡文明『廃棄物処理法、いつ出来た？ この制度』（日本環境衛生センター、

改訂版、2010年）48頁以下。

（38）産業廃棄物の受託禁止に反して産業廃棄物を受託し、焼却処分した場合に、受

託禁止違反の罪と不法焼却罪が両者ともに成立し併合罪となると解するのは、今

井康介「廃棄物処理法における不法焼却罪とその周辺」早稲田大学大学院法研論

集150号（2014年）40頁。廃棄物処理法における罪数の問題については、渡辺靖明

「同じ廃棄物を 2 度捨てると二つの不法投棄罪で処罰されるのか？」環境管理53巻

8 号（2017年）60頁以下が詳しい。

（39）多谷・前掲注（26）15頁。

（40）増田啓祐「廃棄物の処理及び清掃に関する法律における受託禁止違反の罪等に

ついて」研修607号（1999年）741頁以下。

（41）中村・前掲注（26）52頁。

（42）なお、収集・運搬と処分が区別されるようになった点は、この理解に影響を与

えない。

（43）さらに増田・前掲注（40）746頁。

（44）山口厚『刑法』（有斐閣、第 3 版、2015年）169頁以下。

（45）参議院厚生委員会会議録第31号（平成 9 年 5 月30日）15頁〔小野昭雄厚生省生

活衛生局長〕。

（46）増田・前掲注（40）96頁以下。

（47）この問題については、伊藤栄樹ほか編『注釈 特別刑法 第一巻』（立花書房、

1985年）457頁以下〔臼井滋夫〕参照。

（48）中村・前掲注（26）51頁。

（49）LEX/DB 28145160。

（50）多和田隆史「判解」『最判解 刑事篇 平成18年度』（法曹会、2009年） 7 頁。

（51）現在では25条 1 項 6 号の委託基準違反の罪。
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（52）久家健志「判批」研修709号（2007年）106頁。

（53）久家健志「判批」警察公論61巻10号（2006年）90頁以下、小名木明昭「判批」

刑事法ジャーナル10号（2006年）157頁以下、江原伸一『実務に役立つ最新判例77

選』（東京法令出版、2010年）154頁以下、阿部鋼「産廃コンプライアンス（ 3 ）」

月刊廃棄物487号（2011年）60頁以下、同「判批」法学新報119巻 3 ＝ 4 号（2012

年）163頁参照。

（54）城祐一郎『特別刑事法犯の理論と捜査［ 2 ］』（立花書房、2014年）206頁。

（55）城・前掲注（53）207頁以下が、本判決について紹介している。

（56）近時、不法投棄罪の「捨てる」の意義、解釈をめぐって議論が生じている。

　　渡辺靖明「廃棄物を『捨て』なくとも不法投棄に当たるか？」環境管理53巻 4

号（2017年）71頁、同「自分で『捨て』なくとも不法投棄罪で処罰されるか？」環

境管理53巻 6 号（2017年）103頁以下は、捨てるを廃棄物処理がより期待できない

状況に置かれることによる周辺環境への影響発生を指すとする私見（今井・前掲注

（ 2 ）78頁以下、今井・前掲注（ 6 ）55頁以下）に対し、①これは実質的に誤りで

ないとしても、自然への還元や管理放棄と比べ、市民にとって分かりやすい定義で

ない、②この定義は不法焼却罪における焼却の意義にも当てはまるので、不法投棄

と不法焼却の区別がなくなってしまう、③いわゆる故意ある幇助道具の場合（例え

ば大阪高判平成15年12月22日判タ1160号94頁）に不法投棄罪の単独正犯を成立させ

る点には疑問がある、つまり他人への不法投棄の委託行為を「捨てる」行為と評価

するのは奇妙ではないかと指摘する。この批判に若干の反論を行いたい。

　　①渡辺説は、管理権放棄説や占有放棄説には批判的であり、　　明示的ではない

ものの　　結論としては環境負荷増大行為を「捨てる」と解しているようである

（これと同様の方向性を示す見解として長井圓「廃棄物とその再生利用をめぐる法

的問題と裁判例」環境管理51巻 9 号（2015年）29頁がある）。しかしこれは、私見

と同様の判断枠組みを採用するものである。渡辺説も私見も、「捨てる」の意義を

投棄行為を行う人間の側から考察するのではなく、投棄される環境の側から決定す

る判断方法を採用しており、判断方法からして市民に分かりづらくなるのは必然で

ある。このような判断方法をとっている以上、私見への批判は全く同様に渡辺説に

も降りかかってくるのではないであろうか。

　　②さらに不法焼却罪と不法投棄罪の限界が不明瞭になるという点は問題ではな

い。私の理解によれば両罪は質的に違う犯罪ではなく、同じ環境侵害を 2 つの条文

に区別して罰しているだけであり、高温で廃棄物が変化して影響が発生する類型が
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不法焼却罪であり、そうではない類型が不法投棄罪である。まず不法投棄罪は16条

に、不法焼却罪は16条の 2 に規定されている事から分かるように、不法焼却罪は枝

条文の形で規定されており、法律上質的に違う行為であるとは考えられていないと

評価するべきである。さらに両罪が質的に異なるものではないという理解を基礎と

すると実り豊かな帰結が生まれる。例えば、廃棄物を焼却して、その焼却灰をどこ

かに捨てる場合、不法焼却罪も不法投棄罪もともに周辺環境への発生行為を処罰し

ているとすると、生じた周辺環境への影響が実質的に 1 つかどうかを基準として、

罪数処理に基礎を与えることが出来る。不法焼却罪と不法投棄罪は泰然と区別され

るようなものではないのである。

　　③すでに述べたように、私見は「捨てる」の意義を周辺環境の側から考察する見

解である。この見解によれば、投棄行為を誰が行ったかは必ずしも重要ではない。

それゆえ、廃棄物の管理者や占有者以外による第三者による投棄を不法投棄罪で処

罰することを可能になる。これを可能にした点に、大きな功績が存在する。私見と

同じように周辺環境から捨てる概念を判断する渡辺説も、理論的には、第三者投棄

を「捨てる」概念に包摂可能であろう。にも関わらず委託行為が通常、典型的な投

棄行為とは外形が異なることを理由にして捨てる概念を狭く解するのは、論者の見

解の最も重要な部分を否定することになるのではないであろうか。

　　第三者投棄をめぐっては、さらに議論が存在する。舟戸宏之「廃棄物処理法（無

許可処理業、不法投棄）」判例タイムズ1436号（2017年）62頁以下は、「捨てる」の

意義を、従来の支配的見解と同様に管理の放棄と解しつつ、次のように従来の管理

放棄説を再構成する。

　　①従来の管理権放棄説においては、管理の放棄では把握できない生活環境や公衆

衛生を侵害する類型も「捨てる」に該当する可能性が否定されていなかった。つま

り「捨てる」＝管理の放棄類型＋α類型が存在すると解されてきた。しかし、管理

の放棄以外に拡張して解釈する必要性は明白ではない。それゆえ＋α類型について

は不法投棄罪の成立を否定するべきである。

　　②これを前提に、管理の放棄についても、「当該廃棄物を適切に処理すべき立場

あるいは身分等を生じさせる者による」管理放棄に限定して不法投棄罪を肯定する

べきである。例えばゴミ収集運搬車に何者かが駈け寄り、いたずら目的でボタン等

を操作し、業者が運搬中のゴミを路上に散乱させた場合、たしかに周辺環境に害を

もたらす行為であるが、業者が管理している廃棄物について、行為者が管理を取得

して放棄したと評価できないため、 不法投棄罪の成立は否定されるべきである。
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　　しかしこのような解釈は不法投棄罪の規定の趣旨に反すると考えるべきであろ

う。廃棄物処理法16条は、「何人もみだりに廃棄物を捨ててはならない。」として、

条文全体が主体を限定しない構造となっている。廃棄物処理法は誰が行っても不法

投棄罪であることを前提としているのである。にもかかわらず「捨てる」という文

言を一定の廃棄物の管理者や関係者に限定するのは、16条の構造に反する解釈では

ないだろうか。

　　さらにこの見解は、管理の放棄者＝不法投棄者であり、不法投棄される廃棄物に

は常に管理者がいるという前提と出発点としているように思われる。しかし、すで

に不法投棄された廃棄物を移動するような場合には、前提となる管理者が存在し

ない（不明な）場合も存在する。例えば写真家 X は、有名な木の撮影に来たとこ

ろ、木の前に廃棄物が不法投棄されており、撮影の邪魔になるため、ちょうど木の

裏側の崖から下に落としたといった場合、舟戸説によれば撮影に来ただけの者は廃

棄物について適切に処理する立場でも、また廃棄物処理を要求される立場でもない

ため、管理放棄と評価できず、不法投棄罪が成立しないことになる。これは奇妙で

ある。

　　なお舟戸説は、廃棄物処理法における管理権放棄説の根拠を軽犯罪法の汚廃物放

棄罪に求める（捨てるの意義を両方で同様に解する）ので、この説例では、不法投

棄罪が成立しないだけでなく軽犯罪法違反も成立しないことになる。このような帰

結は、処罰範囲の点からしても容易には肯定できないというべきであろう。




